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本資料に含まれる予想に関する記載は、現時点における情報に基づき判断したものであり、今後、
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((単位：百万円単位：百万円))

開発費の増加、ADRで
の費用発生

+3.9%12,231+29.1%12,7036,8115,8929,839
販売費及び

一般管理費

+2.7%18,224+3.8%18,72210,8017,92118,039売 上 原 価

-7.7%

-12.3%

-11.7%

-18.7%

+0.6%

予想比
下期上期

2,349

3,394

3,418

3,342

34,767

19/3期

(実績)

1,743

2,510

2,539

2,469

20,080

3,869+7.5%8843,156
税 引 き 前

利 益

606

879

874

14,687

+21.3%

+7.1%

-0.2%

+11.3%

前期比

2,544

3,871

4,113

34,567

19/3期

予想

1,936当期純利益

為替差益280百万円、
開発助成金135百万円

3,192経 常 利 益

3,348営 業 利 益

31,226売 上 高

コメント
18/3期

(実績)
連結損益

平成１９年３月期の概況

11
（注）（注）19/319/3期予想は、期予想は、1111月月1616日付の「平成日付の「平成1919年度年度33月期中間決算短信（連結）」にて発表し月期中間決算短信（連結）」にて発表し

　　　た予想であります（以下同じ）。　　　た予想であります（以下同じ）。



((単位：百万円単位：百万円))

-51.1%

+4.5%

-2.7%

-6.0%

予想比

2,470

6,799

11,879

21,147

19/3期

予想

+22.8%7,1085,786販 管 費

-48.2%1,2072,330営 業 利 益

-0.9%11,55411,660売 上 原 価

+0.5%19,86819,776売 上 高

計測・計量機器事業

前期比
19/3期
(実績)

18/3期
(実績)セグメント

計測・計量機器事業　実績－１

22

業績のポイント業績のポイント

１．既存事業は堅調だったが、新規事業が伸び悩む１．既存事業は堅調だったが、新規事業が伸び悩む

　⇒　⇒売上高前期比売上高前期比+0.5+0.5％増加（予想比％増加（予想比--6.06.0％）％）

２．２．DSPDSP事業において、事業において、A&D TECHNOLOGY INC.A&D TECHNOLOGY INC.（（アメリカ現法。以下「アメリカ現法。以下「ADTADT」）」）との技術との技術

　　統合及び　　統合及びIAV GmbHIAV GmbH（（ドイツのコンサルティング会社。以下「ドイツのコンサルティング会社。以下「IAVIAV」）」）との共同開発との共同開発

　　等、事業展開の早期化のため引き続きの経費先行の状況が続いた　　等、事業展開の早期化のため引き続きの経費先行の状況が続いた

　⇒　⇒販管費が大幅に増加し、営業利益は実績・予想ともに下回る販管費が大幅に増加し、営業利益は実績・予想ともに下回る



((単位：百万円単位：百万円))

19/3期

(実績)下期上期

19,868

2,288

4,132

11,453

1,995

10,201

921

2,076

6,027

1,177 +15.5%1,727+8.3%8181,842計 測 機 器

+0.5%

-15.4%

-9.8%

+7.6%

前期比

21,147

2,637

5,324

11,460

19/3期

予想

19,776

2,703

4,583

10,648

18/3期

(実績)

9,668

1,367

2,056

5,426

-6.0%売 上 合 計

-13.2%
電 子 ビ ー ム

関 連 ユ ニ ッ ト

-22.4%
計 測 ・ 制 御 ・ シ ミ ュ レ

ーションシステム（新規）

-0.1%計 量 機 器

予想比製 品 種 別

計測・計量機器事業　実績－２

計測機器　　　　　　　計測機器　　　　　　　：従来機種に加えて、引張試験機の新製品、ＤＳＰ応用試験機も好調：従来機種に加えて、引張試験機の新製品、ＤＳＰ応用試験機も好調

計量機器　　　　　　　計量機器　　　　　　　：天秤を主因に全体的に堅調に推移し、計量システムも下期増加：天秤を主因に全体的に堅調に推移し、計量システムも下期増加

ＤＳＰ（新規事業）　　ＤＳＰ（新規事業）　　：開発の遅れもあり、国内・海外マーケットともに伸び悩み：開発の遅れもあり、国内・海外マーケットともに伸び悩み

電子ビーム関連ユニット電子ビーム関連ユニット：納入時期のずれもあり下期伸びず：納入時期のずれもあり下期伸びず

33
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((単位：百万円単位：百万円))

3,558

211

49

162

3,347

1,672

80

1,595

下期

5,022

1,464

228

42

186

1,236

209

63

964

上期

18/3期

(実績)

2,5492,2531,493723合 計

221536036計 量 制 御 関 連

252144182

売 上 合 計 （ 通 期 ）

既 存 事 業 へ の

Ｄ Ｓ Ｐ 技 術 応 用

新 規 事 業
1872115113そ の 他

2,0762,0561,252668小 計

18特 殊 試 験 機 関 連

医 療 機 器

473

78

1,811

下期

4,801

197

42

1,803

上期

19/3期

(実績)

下期上期

2,216

55

119

436

17/3期

(実績)

241

388

858

小 計

試 験 機 関 連

自 動 車 関 連

用 途 種 別

　新規事業は、ＡＤＴとの技術統合の問題もあり、開発遅れ等により国内・海外ともに伸び悩み（前期は防　新規事業は、ＡＤＴとの技術統合の問題もあり、開発遅れ等により国内・海外ともに伸び悩み（前期は防
衛庁での大口案件有り）。しかし、ＯＲＩＯＮ（ＩＡＶとの共同開発）のベース完成により技術統合にも目衛庁での大口案件有り）。しかし、ＯＲＩＯＮ（ＩＡＶとの共同開発）のベース完成により技術統合にも目
処がつき、今後の飛躍のための素地ができつつある。処がつき、今後の飛躍のための素地ができつつある。DSPDSP応用においては、試験機・計量システムが共に下応用においては、試験機・計量システムが共に下

期から伸びてきており、更なる増加を期待。期から伸びてきており、更なる増加を期待。　　　　

ＤＳＰ事業の業績について



　当社が推進する新しいNew Bench system

Ａ＆Ｄ＋ＡＤＴ＋ＩＡＶＡ＆Ｄ＋ＡＤＴ＋ＩＡＶ 次世代のエンジンベンチシステム次世代のエンジンベンチシステム
（（New Bench systemNew Bench system））をを構築構築

55

ＯＲＩＯＮ ＩＡＶと共同開発

RPTRPT iTESTiTEST ANDROMEDAANDROMEDA

定常(低速)計測制御のベンチ

ADTで1600セットの実績

過渡(高速)計測制御のベンチ

当社にて開発

オープン化

＆

フレキシビリティ

今後従来プロセス

シミュレーションシャーシダイナモ③評価

過渡（高速）適合定常適合②適合

過渡（高速）計測定常計測①計測

定常⇒過渡　自動車開発の新しい流れに当社は応える

ＥＣＵモデル

当社にて開発

計測・適合をマ
ネージメント



66

自動車メーカーの更なる期待に応えるために、既に国内大手自動車メーカーとの共同開

発が進んでいる第２実験棟に加えて、新たに実験棟を新設（平成19年２月竣工）

■設備の特徴

・・New Bench systemNew Bench systemを設置することにより、より高度な開発ツールの開発が可能を設置することにより、より高度な開発ツールの開発が可能

・環境問題への対応として現在注目されているディーゼルエンジンの開発にも対応・環境問題への対応として現在注目されているディーゼルエンジンの開発にも対応

エンジン実験棟の増設について



((単位：百万円単位：百万円))

+16.4%

+4.5%

+13.0%

+11.0%

予想比

2,822

4,253

6,345

13,420

19/3期

予想

+48.1%4,4463,002販 管 費

+58.7%3,2842,069営 業 利 益

+12.4%7,1686,379売 上 原 価

+30.1%14,89911,450売 上 高

医療・健康機器事業

前期比
19/3期
(実績)

18/3期
(実績)セグメント

医療・健康機器事業　実績－１

77

業績のポイント業績のポイント

１．家庭用血圧計が引き続き好調。ロシアでのＭ＆Ａを主因に売上高が大幅増加。１．家庭用血圧計が引き続き好調。ロシアでのＭ＆Ａを主因に売上高が大幅増加。

　⇒　⇒売上高売上高30.130.1％増％増

２．ロシアでのＭ＆Ａによる販管費増を吸収し、営業利益ベースでも大幅増加２．ロシアでのＭ＆Ａによる販管費増を吸収し、営業利益ベースでも大幅増加

　⇒　⇒営業利益営業利益58.758.7％増％増　　



((単位：百万円単位：百万円))

医　療　機　器医　療　機　器：体制整備（販売チャネルの見直し等）と新製品開発の遅れ：体制整備（販売チャネルの見直し等）と新製品開発の遅れ
　　　　　　　　により、上期に引き続き下期も低調　　　　　　　　により、上期に引き続き下期も低調

健　康　機　器健　康　機　器：ロシアにおいては：ロシアにおいてはM&AM&A効果、他の地域も順調効果、他の地域も順調

下期上期

+11.0%

+19.7%

-28.3%

予想比

+30.1%

+50.2%

-35.2%

前期比

2,4361,7478868612,696医 療 機 器

9,879

8,993

14,899

13,152

19/3期

(実績)

11,450

8,754

18/3期

(実績)

5,020

4,159

13,420売 上 合 計

10,985健 康 機 器

19/3期

予想
製 品 種 別

医療・健康機器事業　実績－２

88
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

委託等 822 650 520 429 0 0 0 0

自社工場 204 696 865 1,054 1,667 1,975 2083 2257

Ｈ16/3
上期

Ｈ16/3
下期

Ｈ17/3
上期

Ｈ17/3
下期

Ｈ18/3
上期

Ｈ18/3
下期

Ｈ19/3
上期

Ｈ19/3
下期

単位：千台単位：千台

中国における家庭用血圧計の生産状況中国における家庭用血圧計の生産状況

家庭用血圧計の生産状況



　血圧計ビジネスの躍進を支える原動力①

新工場への移転完了（平成新工場への移転完了（平成1919年年11月）月）

・・生産台数が生産台数が2525％増加（年間％増加（年間500500万台体制）万台体制）

・部品の一層の内製化を図りコスト削減を実現・部品の一層の内製化を図りコスト削減を実現

・秤等の生産を行い、世界最適地生産を推進・秤等の生産を行い、世界最適地生産を推進

1010

愛安徳電子（深圳）有限公司（ＡＤＣＨ）

工場面積　　 25,000㎡（延床面積で従来の約２倍）
従業員数　　 1,250名
敷地面積　　 13,500㎡
住　　所　　 中国深圳市

工場概要



　血圧計ビジネスの躍進を支える原動力②

マーケット環境マーケット環境

・ロシア経済は資源価格の高騰もあり好調を維持・ロシア経済は資源価格の高騰もあり好調を維持

・個人消費を中心に内需も高い伸び・個人消費を中心に内需も高い伸び

1111

A&D　RUS CO.,LTD.（ＡＤＲ） 平成18年7月新設

家庭用血圧計のマーケットも順調に拡大

当社の成功要因

それぞれの流通チャネルにあった製品展開

キャンペーン活動の実施、新企画製品の投入による新マーケットの創出

15年のビジネスキャリアによるブランド力（「Brand of the Year」受賞）

ＡＤＲの新設により、販売戦略をより強力に推進

本　社：モスクワ市

支店数：100万人都市に12支店

従業員：392人



■■　貸借対照表分析　貸借対照表分析 ((単位：百万円単位：百万円))

6.2%46,75344,033
負 債 純 資 産 合 計

利益剰余金+1,6329.5%19,61817,918純 資 産 合 計

長・短借入金+1,374

未払金+967

支払手形及び買掛金△1,591

3.9%27,13526,116
負 債 合 計

6.2%46,75344,033資 産 合 計

機械装置・工具器具等+434

建設仮勘定+320

長期前払費用+218 

6.6%14,16313,282
固 定 資 産 合 計

受取手形及び売掛金+2,800

棚卸資産+473、

現金・預金△1,625

6.0%32,59030,752
流 動 資 産 合 計

コ メ ン ト前期比
19/3期

(実績)

18/9期

(実績)
連 結 貸 借 対 照 表

財務分析（貸借対照表）

1212



■■　キャッシュフロー分析　キャッシュフロー分析 ((単位：百万円単位：百万円))

3,2724,975
現金及び現金同等物の期末

残 高

△1,7041,336現金及び現金同等物の増加額

長・短借入金増+5,181、社債償還
△7004,3263,212財 務 活 動 に よ る Ｃ Ｆ

有形固定資産の取得△1,743、無
形固定資産の取得△2,625△4,716△3,936投 資 活 動 に よ る Ｃ Ｆ

税前純利益+3,394、減価償却費
+1,356、売上債権増△3,581、棚
卸資産増△2,048、法人税等支払
い△1,648、その他+1,294

△1,3962,058営 業 活 動 に よ る C F

コ メ ン ト
19/3期

(実績)

18/3期

(実績)連 結 ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ﾌ ﾛ ｰ

財務分析（キャッシュフロー）

1313
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1,200
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1,800

(単位：百万円)

設備投資 561 466 1,335 1,608 1,771 

減価償却費 467 456 502 619 870 

第26期
15/3期

第27期
16/3期

第28期
17/3期

第29期
18/3期

第30期
19/3期

1414

設備投資は、第３実験棟の建設等によるＤＳＰ関連、医療健康機器関連ではＡＤＣＨ設備投資は、第３実験棟の建設等によるＤＳＰ関連、医療健康機器関連ではＡＤＣＨ

移転及びＡＤＲの新設等もあり増加移転及びＡＤＲの新設等もあり増加

設備投資・減価償却費の推移



((単位：百万円単位：百万円))

27.7%

39.0%

38.5%

58.6%

17.1%

16.5%

20.8%

前期比

21,82012,5809,24018,722売 上 原 価

14,8807,5607,32012,703販売費及び一般管理費

下期上期

3,000

4,718

4,733

5,300

42,000

20/3期

(予想)

1,938

2,970

2,977

3,260

23,400

1,062

1,748

1,756

2,040

18,600

2,349当 期 純 利 益

3,394
税 引 き 前

利 益

3,418経 常 利 益

3,342営 業 利 益

34,767売 上 高

19/3期

(実績)
連結損益

平成２０年３月期の見通し

1515



((単位：百万円単位：百万円))

1,050

3,960

6,990

12,000

下期

510

3,850

5,640

10,000

上期

9.9%7,8107,108販 管 費

29.2%1,5601,207営業利益

9.3%12,63011,554売上原価

10.7%22,00019,868売 上 高

計測・計量機器事業

前 期 比
20/3期

(予想)

19/3期

(実績)
セ グ メ ン ト

計測・計量機器事業　見通し－１

1616

１．売上１．売上

　・新規事業の伸長を主因に堅調に推移　・新規事業の伸長を主因に堅調に推移

２．販管費２．販管費

　　・ＤＳＰ事業における開発費は引き続き高水準で推移・ＤＳＰ事業における開発費は引き続き高水準で推移
　　



((単位：百万円単位：百万円))

計測機器　　　　　　　計測機器　　　　　　　：前期に引き続き、新製品・ＤＳＰ応用試験機の拡販に注力：前期に引き続き、新製品・ＤＳＰ応用試験機の拡販に注力

計量機器　　　　　　　計量機器　　　　　　　：ロシア等の海外でのマーケット拡大、計量システムの市場浸透を図る：ロシア等の海外でのマーケット拡大、計量システムの市場浸透を図る

ＤＳＰ　　　　　　　　ＤＳＰ　　　　　　　　：ＯＲＩＯＮを含めた：ＯＲＩＯＮを含めたNew Bench systemNew Bench systemの本格的な販売、海外マーケッの本格的な販売、海外マーケッ
　　　　　　　　　　　　トの拡大を目指す　　　　　　　　　　　　トの拡大を目指す

電子ビーム関連ユニット電子ビーム関連ユニット：前期の納期遅れ等により増加：前期の納期遅れ等により増加

下 期 予 想上期予想

4.8%2,0901,2508401,995計 測 機 器

19,868

2,288

4,132

11,453

19/3期

(実績)

12,000

1,430

3,120

6,200

10,000

1,370

1,960

5,830

22,000

2,800

5,080

12,030

20/3期

(予想)

10.7%売 上 合 計

22.4%電子ビーム関連ユニット

22.9%
計測・制御・シミュレー
ションシステム(DSP)

5.0%計 量 機 器

前 期 比製 品 種 別

計測・計量機器事業　見通し－２

1717



((単位：百万円単位：百万円))

2,840

2,970

5,590

11,400

下期

2,130

2,870

3,600

8,600

上期

31.4%5,8404,446販 管 費

51.3%4,9703,284営業利益

28.2%9,1907,168売上原価

34.2%20,00014,899売 上 高

医療・健康機器事業

前 期 比
20/3期

(予想)

19/3期

(実績)
セ グ メ ン ト

医療・健康機器事業　見通しー１

1818

１．売上１．売上

　・ロシアでのＭ＆Ａ効果が通期で寄与する事もあり、大幅増加　・ロシアでのＭ＆Ａ効果が通期で寄与する事もあり、大幅増加

２．営業利益２．営業利益

　・ロシアでのＭ＆Ａ効果、ＡＤＣＨでの生産効率の向上　・ロシアでのＭ＆Ａ効果、ＡＤＣＨでの生産効率の向上

　⇒　⇒営業利益は前期比営業利益は前期比51.351.3％増加の見込み％増加の見込み

　　



((単位：百万円単位：百万円))

医療機器医療機器：新たな販売チャネルでの営業力強化の徹底と、開発のスピードアッ：新たな販売チャネルでの営業力強化の徹底と、開発のスピードアッ
　　　　　プに注力　　　　　プに注力

健康機器健康機器：ロシアではＭ＆Ａ効果が通期で寄与。中国や日本国内においても、：ロシアではＭ＆Ａ効果が通期で寄与。中国や日本国内においても、
　　　　　ロシアでの成功事例を活かして市場を開拓　　　　　ロシアでの成功事例を活かして市場を開拓

下期予想上期予想

47.1%2,5701,4001,1701,747医 療 機 器

14,899

13,152

19/3期

(実績)

11,400

10,000

8,600

7,430

20,000

17,430

20/3期

(予想)

34.2%売 上 合 計

32.5%健 康 機 器

前 期 比製 品 種 別

医療・健康機器事業　見通し－２

1919



１　中期経営計画の基本方針

２ 計測機器・計量機器事業について

３　中期経営計画（計測・計量機器事業売上高）

４　医療機器・健康機器事業について

５　中期経営計画（医療・健康機器事業売上高）

６　中期経営計画（セグメント別収益）

７　中期経営計画（損益の概況）－１

８　中期経営計画（損益の概況）－２

９　ＤＳＰ技術の全社的な展開について①

10　ＤＳＰ技術の全社的な展開について②

　

中　期　経　営　計　画中　期　経　営　計　画



中期経営計画の基本方針

11

（１）新規事業（１）新規事業

　　①ＤＳＰ事業において、売上１００億円を見据えた事業基盤の確立　　①ＤＳＰ事業において、売上１００億円を見据えた事業基盤の確立

　　・ＡＤＴとの統合効果の発揮　　・ＡＤＴとの統合効果の発揮

　　・ＩＡＶとのアライアンス活用　　・ＩＡＶとのアライアンス活用

　　②専門的人材の確保　　②専門的人材の確保

（２）既存事業（２）既存事業

　　①ＤＳＰ技術の応用展開を加速　　①ＤＳＰ技術の応用展開を加速

　　②中国・ロシア市場への積極的な展開　　②中国・ロシア市場への積極的な展開

　　③中国工場（ＡＤＣＨ）の有効活用（部品内製化率の向上、秤生産の推進）　　③中国工場（ＡＤＣＨ）の有効活用（部品内製化率の向上、秤生産の推進）

　　④ＭＥ事業の再構築　　④ＭＥ事業の再構築

（３）人材確保（３）人材確保

　　事業拡大と基本方針の着実な実行のために、優秀な人材確保に注力　　事業拡大と基本方針の着実な実行のために、優秀な人材確保に注力



計測機器・計量機器機器事業について

22

１．計測機器１．計測機器

　・ＤＳＰ応用試験機の拡販　・ＤＳＰ応用試験機の拡販

２．計量機器２．計量機器

　・ＤＳＰ技術を応用して、計量分野からＦＡ市場等のマーケットを拡大　・ＤＳＰ技術を応用して、計量分野からＦＡ市場等のマーケットを拡大

　・ローエンド製品の中国工場（ＡＤＣＨ）での生産を推進　・ローエンド製品の中国工場（ＡＤＣＨ）での生産を推進　　　　

　　・ロシア市場への積極的な対応を図る・ロシア市場への積極的な対応を図る

３．ＤＳＰシステム３．ＤＳＰシステム

　・自動車市場の更なる深耕を図る　・自動車市場の更なる深耕を図る

　・アライアンスを活用して、海外マーケットを拡大　・アライアンスを活用して、海外マーケットを拡大　　　　

　・　・新市場の開拓を積極的に進める新市場の開拓を積極的に進める

４．電子ビーム関連ユニット４．電子ビーム関連ユニット

　・技術の応用により市場の開拓に努める　・技術の応用により市場の開拓に努める



中期経営計画（計測・計量機器事業売上高）

33

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000

0.0
3.0
6.0
9.0
12.0
15.0
18.0
21.0

計測機器 1,842 1,995 2,090 2,200 2,400 6.4%

計量機器 10,648 11,453  12,030 13,800 15,300 10.2%

ＤＳＰ 4,583 4,132 5,080 7,300 9,200 30.9%

電子ビーム 2,703 2,288 2,800 3,000 3,100 11.0%

合　　計 19,776 19,868 22,000 26,300 30,000 14.8%

営業利益率 11.8 6.1 7.1 12.9 15.0 

18/3
実績

19/3
実績

20/3
計画

21/3
計画

22/3
計画

平均
成長率

単位：百万円単位：百万円 　単位：％　単位：％



医療機器・健康機器事業について

44

１．医療機器１．医療機器

　　・新たな販売チャネルでの営業力強化を徹底・新たな販売チャネルでの営業力強化を徹底

　・アライアンスを活用した製品開発　・アライアンスを活用した製品開発

　　　　

２．健康機器２．健康機器

　・中国での販売戦略の推進　・中国での販売戦略の推進

　・ロシア市場を中心に事業の維持拡大を図る　　・ロシア市場を中心に事業の維持拡大を図る　



中期経営計画（医療・健康機器事業売上高）

55

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

医療機器 2,696 1,747 2,570 3,300 4,600 38.3%

健康機器 8,754 13,152 17,430 19,400 20,400 16.3%

合　　計 11,450 14,899 20,000 22,700 25,000 19.3%

営業利益率 18.1 22.0 24.9 24.2 24.4 

18/3
実績

19/3
実績

20/3
計画

21/3
計画

22/3
計画

平均
成長率

単位：百万円単位：百万円 単位：％単位：％



((単位：百万円単位：百万円))

7,600

1,300

5,500

6,000

11,200

22,700

3,400

8,300

14,600

26,300

21/3期

(計画)

5,300

1,230

4,970

5,840

9,190

20,000

1,560

7,810

12,630

22,000

20/3期

(計画)

14.7%6,6004,446販 管 費

7.4%8,8007,108販 管 費

41.0%9,2003,342営 業 利 益 計

6.8%1,4001,149配 賦 不 能 費 用

24.3%6,1003,284営業利益

20.0%12,3007,168売上原価

19.3%25,00014,899売 上 高

医療・健康機器
事 業

59.8%4,5001,207営業利益

13.1%16,70011,554売上原価

14.8%30,00019,868売 上 高

計測・計量機器
事 業

平 　 均

成 長 率

22/3期

(計画)

19/3期

(実績)
セ グ メ ン ト

中期経営計画（セグメント別収益）

66



((単位：百万円単位：百万円))

1,936

3,192

3,348

31,226

18/3期

(実績)

3,000

4,733

5,300

42,000

20/3期

(計画)

2,349

3,418

3,342

34,767

19/3期

(実績)

4,300

7,000

7,600

49,000

21/3期

(計画)

31.4%5,300当期純利益

36.9%8,700経 常 利 益

41.0%9,200営 業 利 益

16.6%55,000売 上 高

平 均

成 長 率

22/3期

(計画)
連 結 損 益

中期経営計画（損益の概況）－１

７７



中期経営計画（損益の概況）－２

88

31,226
34,767

42,000

49,000

55,000

3,192 3,418 4,733
7,000 8,700

10.2 9.8

11.3

14.3

15.8

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

18/3実績 19/3実績 20/3計画 21/3計画 22/3計画

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

売上高 経常利益 経常利益率（単位：百万円） （単位：％）



　ＤＳＰ技術の全社的な展開について①

ハードウェアの価格が高く、低価格製品へのＤＳＰ技術のハードウェアの価格が高く、低価格製品へのＤＳＰ技術の
応用が難しかった応用が難しかった

ＤＳＰ技術を様々な製品に展開する環境がようやく整ってきましたＤＳＰ技術を様々な製品に展開する環境がようやく整ってきました

99

コストの大幅削減
と省ペース化

数年前

現在

ＤＳＰ技術で培った
ソフトウェア技術

　従来製品と同様の製品価格で

製品開発の早期化を図れる

カスタマイズが容易

⇒価格競争力と付加価値を持った製品を生み出す事が可能に

+



　ＤＳＰ技術の全社的な展開について②

当社の考える新しい製品構成について当社の考える新しい製品構成について

1010

　　プラットフォームプラットフォーム

どの製品でも使える低価格プラットフォームどの製品でも使える低価格プラットフォーム
（（11チップＣＰＵ使用）チップＣＰＵ使用）

タッチパネル・液晶パネル対応シングルボードタッチパネル・液晶パネル対応シングルボード

　コンピュータ（　コンピュータ（SBCSBC））内臓内臓

各製品に特化したＩ／Ｏボード
　ＤＳＰ技術で培った資産

①AD-VirtualConsoleによるGUI設
計

②Matlab/Simulinkを利用した高
　度な制御
③モデルベース設計による簡単な
　カスタマイズ

+ +

各分野の製品に応用





　１　グループの概況

　２　ＩＡＶ社と開発する新しい適合ツール（ＯＲＩＯＮ）

　３　開発の状況

　４　為替の影響について

　５　配当金と配当性向について

　

補　　足　　資　　料補　　足　　資　　料



㈱エー・アンド・デイ

研精工業㈱

㈱オリエンテック

リトラ㈱

A&D KOREA
Limited
(韓国)

A&D ENGINEERING,
INC.
(米国)

A&D INSTRUMENTS
LIMITED
(英国)

A&D SCIENTECH
TAIWAN LIMITED

(台湾)

A&D MERCURY
PTY.LTD.
(豪州)

A&D SCALES CO.,LTD.
(韓国）

愛安徳電子(深　)
有限公司
(中国)

生産･開発関係会社

販売関係会社

土川 
 

Ａ＆Ｄは開発および販売を中心に活動Ａ＆Ｄは開発および販売を中心に活動

生産主体は国内外関係会社生産主体は国内外関係会社

海外販売は関係会社経由と直販を併用海外販売は関係会社経由と直販を併用

A&D TECHNOLOGY
INC.
(米国)

A&D　RUS CO.,LTD.
(ロシア)

11

グループの概要



22

①①IAVIAVと協同開発を行う事により、実績が豊富なと協同開発を行う事により、実績が豊富なIAVIAVのの

　持つノウハウを取り入れる事が可能　持つノウハウを取り入れる事が可能

②オープン仕様となっており、他のシステムとの接続②オープン仕様となっており、他のシステムとの接続

　が可能であり、またユーザーが計測アルゴリズムの　が可能であり、またユーザーが計測アルゴリズムの

　作成等のカスタマイズを行う事が可能　作成等のカスタマイズを行う事が可能

⇒他社には無い発想⇒他社には無い発想

③適合プロセス全体の効率化を図る事が可能③適合プロセス全体の効率化を図る事が可能

１．適合とは１．適合とは

　　ECUECU開発プロセスで、開発プロセスで、ECUECUがエンジンや変速機などがエンジンや変速機など

の制御を最適に行うためにの制御を最適に行うためにECUECUの設定作業（チューの設定作業（チュー

ニング）を行うこと。ニング）を行うこと。

２．ＯＲＩＯＮの特徴２．ＯＲＩＯＮの特徴

実験計画実験計画

評価試験評価試験

ECUECUののモデル化モデル化

適合適合

ＩＡＶ社と開発する新しい適合ツール（ＯＲＩＯＮ）



社内資源の多くを開発に投入し、社内資源の多くを開発に投入し、
各事業分野で継続して開発を実施。各事業分野で継続して開発を実施。

((平成平成1919年年33月末月末//Ａ＆Ｄ単体Ａ＆Ｄ単体))

　在来事業　　在来事業　162162名名( 54.4( 54.4％％))

　　新規事業　新規事業　136136名名( 45.6( 45.6％％))

　合　　計　　合　　計　298298名名

開発の状況

※Ａ＆Ｄ単
体での状況

33

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

研究開発費
(単位：百万円）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

比率

研究開発費 1,963 2,337 2,741 3,254 3,958

売上高比率 10.6% 11.6% 12.2% 12.0% 13.6%

開発人員比率 43.6% 45.8% 48.6% 49.4% 49.7%

第26期
15/3期

第27期
16/3期

第28期
17/3期

第29期
18/3期

第30期
19/3期



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

輸出金額
(単位：百万円）

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

対売上高
比率

円建 3,878 5,142 6,186 3,031

外貨建 4,378 4,288 4,671 11,460

輸出比率 40.9% 41.8% 40.1% 49.9%

第27期
16/3期

第28期
17/3期

第29期
18/3期

第30期
19/3期

※Ａ＆Ｄ単体での状況です
44

差 額

債 務

債 権

差 額

仕 入

販 売

通貨

区分

3081,74053,370

284015,572

1966,8749,144

2,4542959,795

5931,74068,942

ス
ト
ッ
ク

2,6506,90368,939

フ
ロ
ー

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

ﾄﾞﾙ
ユーロドル

1919年年33月期の外貨建て取引の状況月期の外貨建て取引の状況　　　　　輸出の状況　　　　　輸出の状況

通貨（千単位）通貨（千単位）

為替の影響について



0

5

10

15

配当金額
(１株当り）

5.0%

10.0%

15.0%

配当性向
（連結）

期末配当 5.0 3.0 4.0 6.0 7.0

中間配当 2.5 5.0 4.0 5.0 7.0

配当性向 9.0% 11.1% 8.9% 10.4% 10.4%

第27期
16/3期

第28期
17/3期

第29期
18/3期

第30期
19/3期

第31期
20/3期
（予）
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経営基盤を強化し、積極的事業展開や投資等により企業価値を一層高める経営基盤を強化し、積極的事業展開や投資等により企業価値を一層高める
ために、内部留保の充実を中心に据え、連結配当性向はために、内部留保の充実を中心に据え、連結配当性向は1010％以上を目処に％以上を目処に

配当金と配当性向について

11月に1株に
つき2株の株
式分割実施


